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研究成果の概要（和文）： 

 バランス・スコアカード（BSC: Balanced Scorecard）が提案され，世界中の多くの企
業で導入され，成果を収めている。日本でも BSC が普及しているが，日本企業にとって
有効な BSC の活用が図られているとは必ずしもいえない。本研究では，戦略マネジメン
トのためのマネジメントシステムの基盤として BSC が有効であることを明らかにした。
そして最終的に，BSC に基づいたマネジメントシステムの成熟度モデルを提示した。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 

After the Balanced Scorecard (BSC) was proposed in 1990, it has been introduced, 
and used successfully in a number of companies throughout the world. While BSC is in 
widespread use in Japan, it is not necessarily being used effectively in Japanese 
companies. In this research, it became clear that the BSC served as the foundation of 
the management systems for strategy management. Finally, the maturity model of the 
management system based on BSC was proposed. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) マネジメントシステムと戦略マネジメン
ト 

 企業で経営を推進するための基盤となっ
ているのが，中期経営計画，予算管理，業績
評価などからなるマネジメントシステム（経
営管理制度）である。産業の複合化，事業モ
デルの多様化が進み，経営環境の変化が増幅

する中で，戦略を適切に策定し，実行してい
くためには，戦略を管理する機能（戦略マネ
ジメント）の重要性がマネジメントシステム
に求められている。 

 

(2) バランス・スコアカードの背景と発展経
緯 

 今日，戦略マネジメントの観点からバラン
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ス ・ ス コ ア カ ー ド （ BSC: Balanced 

Scorecard）が，多くの企業で導入されてい
る。BSC は，1990 年代初めに米国の Kaplan

と Norton らによる共同研究によって生まれ
た経営手法である。当時の米国企業の経営の
焦点が短期の財務成果に偏重し過ぎていた
ことへの反省から，短期と長期，財務と非財
務のバランスをとった経営管理を推進して
いくための業績評価システムとして提案さ
れたものである（Kaplan＆Norton, 1996）。
その後，米国のみならず，欧州，日本でも多
くの企業で BSC が採用され，経営改革の成
功に貢献している。 

 BSC は当初多元的な業績評価システムと
しての位置づけが中心であったが，近年では
戦略の計画策定から日々のオペレーション
までを整合させる戦略マネジメントシステ
ムとしての役割が認識されつつある（Kaplan

＆Norton,2000 等）。しかし，一方で，BSC

の検討には着手するが導入決定に至らない
企業，導入しても構築・運用で苦労している
企業も少なくない。BSC の効用と役割を再考
すべき時期にさしかかっており，戦略マネジ
メントシステムとしての BSC のあり方を模
索しなければならない（歌代，2004）。 

 

(3) BSC，戦略マネジメントに関する先行研
究と課題 

 BSC は，これまで提唱者の Kaplan と
Norton による論文，書籍によって規範的な
提案と議論がなされてきた。BSC の導入が進
む中で，わが国でも，櫻井（2008），清水ら
（2004），伊藤（2007）が，BSC を含む戦略
指向のマネジメントシステムの重要性を体
系的に議論している。 

 しかしながら，これまでは，事例をベース
にした BSC の有効性や導入方法の適否に関
する検討・分析が主であり，広範な実態デー
タに基づく実証研究は十分なされてはいな
かった。 

 研究代表者の歌代は，学会発表において，
戦略経営実践のためのマネジメントシステ
ムの改革には BSC を基盤にすることが有効
であるが，①BSC によるマネジメントシステ
ム連携，②プログラム－プロジェクトに基づ
く戦略目的のカスケード，③戦略マネジメン
トループの構築，が今後の課題であると指摘
した（歌代，2008）。 
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２．研究の目的 

 以上の背景を踏まえ，本研究では次の研究
課題，研究目的を設定した。 

① マネジメントシステムを構成する機能の
成熟度を定義し，発展段階モデルを明らか
にする 

② BSC がマネジメントシステムの機能をど
のように向上させているかを検証する 

③ マネジメントシステム成熟度の顧客価値，
事業業績，企業価値に対する効果を，組織
能力との関係を含め実証分析する 

 

３．研究の方法 

(1) 研究の枠組み・課題 
 本研究では，下図に示す研究枠組みに基づ
き分析，検討を行った。 
 企業のマネジメントシステムは，企業レベ
ル，事業レベルでの戦略の策定やその実行管
理等を担っている。したがって，マネジメン
トシステムは，事業活動やコーポレートの管
理活動の良否を左右し，顧客価値の創造をと
おして事業業績，企業業績に影響を与える。
また，マネジメントシステムと密接に関係す



る要素として，組織能力が存在する。組織能
力で特に着目するものとして，２種類の組織
学習能力（シングルループ学習能力，ダブル
ループ学習能力）がある。 
 このような枠組みを前提に，本研究では，
マネジメントシステムの成熟度に関する発
展段階モデルを明らかにした。さらに，マネ
ジメントシステムの成熟度と業績向上との
関係を分析する。組織学習能力の相違により
どのようなマネジメントシステムが構築さ
れているか，逆にマネジメントシステムの特
性が組織能力の向上にどのように影響する
か，も重要な研究課題である。 
 
 
 
 
(2) 研究方法 
 研究は，まず関連する先行研究のレビュー，
企業のマネジメントシステムに関する動向
調査を論文，各種文献資料に基づき行った。
次に，代表的な企業についてインタビュー調
査に基づき事例研究を行った。これらの結果
を踏まえ，マネジメントシステムの成熟度と
発展段階に関する仮説モデルを構築し，企業
に対するアンケート調査を実施し，マネジメ
ントシステムの広範な実態を明らかすると
ともに仮説モデルを検証した。 
 
 
４．研究成果 
(1)研究概要 

 管理会計,組織論,戦略論,人事管理,プロジ
ェクトマネジメントなどの研究領域におけ
るマネジメントシステムに関する先行研究
をレ ビューし,これまでの研究課題とその議
論の現状を整理した。また, 雑誌や研究機関
レポートなどに基づき,おもに日米企業にお
けるマ ネジメントシステムと BSC(バラン
ス・スコアカード)導入の実態を把握し,今後
のマネジメントシステム課題を検討した。引
き続き,マネジメントシステムのベストプラ
クティスと今後のあり方を詳細に分析する
ために,BSC 導入企業を対象にインタビュー 

調査を行った。その中で,BSC の取り組み状
況を把握するとともに,BSC の有効性と限界
を分析した。以上の先行研究レビュー,動向調
査,事例研究をとおして,マネジメ ントシス
テムの機能(戦略策定,戦略計画展開,戦略整合,

シナジー創 出,業績測定,モニタリング&レビ
ュー等の詳細)を体系的に整理し, 企業事例
における機能の充足状況からマネジメント
システムの類 型を導出した。さらに,規範的
に各類型の成熟度を判別し,発展段階 モデル
の一次仮説を構築した。また,そのモデルの一
部に基づき,マ ネジメントシステムのあり方
とサプライチェーンマネジメント成 果との

関係を実証的に確認するために,WEB アンケ
ートを用いたプレ調査を実施した。プレ調査
結果を詳細分析し，加えて，文献，インタビ
ュー調査により事例を改めて分析した。これ
らをとおして，マネジメントシステム発展段
階モデルの一次仮説モデルをレビューし，修
正を加えた。 

 マネジメントシステムを有効に機能させ
るためには組織学習能力が密接に関係して
おり，このような観点からマネジメントシス
テム発展段階モデルには２種類の組織学習
能力（シングルループ学習能力，ダブルルー
プ学習能力）とマネジメントシステムとの関
係を盛り込んでいる。また，有効性を議論す
る指標を多角的に考慮する必要があるが，特
に「経営戦略とオペレーション実行との整合
性」と「多元的社会価値と企業行動との整合
性」の２つを重要視することとした。 

 最終的に，実証のためのアンケート調査を
実施した。アンケート調査で得た回答データ
に基づき，企業におけるマネジメントシステ
ムの実態を把握した。さらに，調査結果の分
析により，バランス・スコアカード（ＢＳＣ）
の戦略アラインメントとしての有効性を一
部確認した。ＢＳＣを導入することにより，
中期経営計画が業務計画の基点になる記述
が盛り込まれることを担保し，その結果中期
経営計画で示された戦略と整合した業務計
画が部門ごとに展開され戦略アラインメン
トが高まる傾向が認められた。 
 また，これらの分析結果の意味解釈を行い，
実践的示唆をえるために，研究者，実務家と
討議，検討を行った。重要な観点としては，
ＢＳＣを導入しても，戦略アラインメントを
保てない状況が生ずるという点が指摘され
た。特に，機能別部門をとおして戦略目的を
カスケードする場合，戦略と実行が乖離する
危険がある。このような状況を回避するため
のアプローチとして，戦略目的をカスケード
するうえで，プログラム＆プロジェクト概念
を併用することがＢＳＣにとって有効と考
えられ，企業によってはそのような事例が存
在した。 
 最終的に，アンケート調査結果データの分
析，および研究者，実務家等との討議を踏ま
え，モデルの修正，詳細化を行い，ＢＳＣが
マネジメントシステムの機能をどのように
向上させているか，そしてマネジメントシス
テム成熟度の顧客価値，事業業績，企業価値
に対する効果を明らかにした。 
 
(2)主要研究成果 

①事例分析からの示唆 
ＢＳＣを導入した企業の中にも、独自にこ

のような考え方を取り入れ、運用している企
業がある。たとえば，電子デバイスの生産・
販売事業を手掛ける株式会社村田製作所は、
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多様な商品別事業を展開しているが、組織構
造としては機能別組織を採用している。本社
には、事業本部、生産本部、営業本部、本社
開発部門がある。事業本部の下位組織として
事業部があり、さらにその下に商品部がある。
生産本部には生産機能はなく、子会社化した
事業所（工場）が生産機能を担うが、事業所
は独立採算になっている。 
 したがって、事業本部は他部門、事業所の
協力のもとでバリューチェーンを構成し、事
業戦略を推進していることになる。そのため、
機能組織間での戦略の共有と責任範囲の明
確化が重要であるが、従来必ずしも十分対応
できていなかった。 
 そこで、この点を含め経営管理上の問題を
解決するため、2005 年にＢＳＣ導入により方
針管理制度を再構築することを決定した。特
に、事業戦略の展開においては、中期計画の
中でＢＳＣを用いることにより、部門間のす
り合わせを密に行うようにした。 
②アンケート調査結果分析からの示唆 
 アンケート調査結果の分析によって、ＢＳ
Ｃを導入することにより、中期経営計画に業
務計画の基点になる記述が盛り込まれるこ
とを担保し、その結果中期経営計画で示され
た戦略と整合した業務計画が部門ごとに展
開され戦略アラインメントが高まる傾向が
認められた。 
③マネジメントシステム発展段階モデル 
 本研究における文献調査，事例分析，アン
ケート調査結果分析に基づき最終的に下図
のマネジメントシステム発展段階モデルと
成長指針をとりまとめた。 
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